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シーモールパレス ルビーの間（下関市竹崎町4丁目4-8）

株式会社 山口銀行、一般財団法人 山口経済研究所、公益財団法人 九州経済調査協会
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調査研究部 次長
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日 時
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共 催

問合先

今回のテーマは、「九州地域の観光復興に向けて～スマホデータにみる
観光行動の変容と観光地の対応～」です。コロナ禍により、観光地と観光
産業は大きな打撃を受けるとともに、人々の観光行動は大きく変容しまし
た。観光地では、いち早く新しいトレンドをつかみ、変化に対応していくこと
が求められます。九州経済白書では、各種統計やスマートフォンによる位
置情報のビッグデータ、先進的な地域の取り組み事例をもとに、観光の動
向や課題を分析しながら、アフターコロナの観光による持続的な地域づく
りを展望します。

（公財）九州経済調査協会 総務企画部 牟田･加峯 TEL: 092-721-4909 / E-mail: hakusho@kerc.or.jp
〒810-0004 福岡市中央区渡辺通2丁目1番82号 電気ビル共創館3F

2023年版九州経済白書説明会 （山口会場）

九州地域の観光復興に向けて
～スマホデータにみる観光行動の変容と観光地の対応～

■内容

【総論】

１．観光をとりまく現状
２．コロナ禍の旅行動向の変化
３．九州における観光の展望と課題
４．観光による持続可能な地域づくり

【各論】

１．人流データを用いた九州地域における観光行動の定量分析
２．「ありのままの日本」を活かしたインバウンドの受け入れと地方創生
３．コロナ禍のMICEの動向とコロナ後の展望

申込先 https://www.kerc.or.jp/seminar/2023/01/222-5.html

締 切 2023年2月20日（月）13：00

検索九州経済白書 注） 新型コロナ感染状況により、オンライン開催へ変更となる場合がござ
います。お申し込みの際は、必ずE-mailアドレスをご記入下さい。

＊九州経済白書説明会は、お手元で白書をご覧いただきながら受講されると、より理解が深まります。
2023年版九州経済白書のご購入については、裏面をご覧ください。



2023年版 九州経済白書 説明会

九州地域の観光復興に向けて
～スマホデータにみる観光行動の変容と観光地の対応～

お申込に関するお問合わせ：

(公財）九州経済調査協会 総務企画部 担当：牟田・加峯 TEL：092-721-4909 E-mail: hakusho@kerc.or.jp

開催に関するお問合せ：
（株）山口銀行 経営管理部 担当：田中 TEL：083-223-5101

テキスト「2023年版九州経済白書」販売

当日、会場にてテキスト「2023年版九州経済白書」を特別価格 税込2,500円（通常価格 税込3,300円）
にて販売いたしますが、事前にもご購入いただけます。

＜事前購入方法＞
説明会へお申し込みいただくと、テキストを特別価格 税込2,500円（通常価格 税込3,300円）/送料無料にて
ご購入いただけます。ご希望の方は、説明会申込みフォームの「九州経済白書を購入する」にチェックを入れ
てお申込み下さい。こちらから、ご購入に関するご案内を登録いただいたメールアドレスへお送りいたします。
是非、この機会にお買い求めください。（＊お支払い方法はクレジットカード決済のみ）

※申込締切：２０２３年2月10日（金）
締切を過ぎてもお申込いただけますが、説明会開催日までに書籍が到着しない恐れがあります。
購入ご希望の方は、お早めにお申込み下さい。

2023年版九州経済白書

「九州地域の観光復興に向けて～スマホデータにみる観光行動の変容と観光地の対応～」

■内容
【総論】
１．観光をとりまく現状
２．コロナ禍の旅行動向の変化
３．九州における観光の展望と課題
４．観光による持続可能な地域づくり
【各論】
１．人流データを用いた九州地域における観光行動の定量分析
２．「ありのままの日本」を活かしたインバウンドの受け入れと地方創生
３．コロナ禍のMICEの動向とコロナ後の展望

説明者：松嶋 慶祐
（公益財団法人九州経済調査協会 調査研究部 次長）

2002年九州大学文学部卒業後、財団法人（現・公益財団法人）九州経済調査協会

入社。調査研究部研究主査、事業開発部主任研究員を経て現職。「九州経済調査

月報」編集長、今年度から「九州経済白書」の統括責任者。主な研究分野は、経済

統計や景気動向、流通・商業など。大学非常勤講師や企業・団体向けの講演、新聞・

テレビ・雑誌等の取材対応、論文やレポートを多数執筆。これまでに、ハラル産業振

興可能性調査業務（2013年度）、再生可能エネルギー分野における中小企業等の

競争環境調査（2013年度）、にしきまるごと創造プロジェクト運営支援業務

（2016～2020年度）、地域別支出総合指数(RDEI)の作成・分析・検証業務

（2012～2020年度）なども多数手掛ける。
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